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Ⅰ 教育研究等の質の向上に関する目標 

中期目標 

「知・徳・体」一体の全人教育の理念のもとで、専門・教養教育をはじめ、主体性や協働性を育むＥＱ教育、キャリア教育を融合した総合的な学びを提供するととも

に、Society5.0 やグローバル社会に向けた、新たな社会に求められる人材育成のために、情報教育や英語教育の強化を図る。そのために、学生の学修成果目標となる学

位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）とその達成のための教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）を具体化・明確化する。 

また、教育全体の質保証を図るほか、地域に貢献できる高度な人材育成を進める。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容に関する目標を達成するための措置 

1 

新学部・学科の設置に合わせて新たに

策定した新ＥＱ教育プログラムを実施

し、変革の世界においても、広い視野

と豊かな教養を有し、地域、世界の成

長を牽引できる総合的人間力を備えた

人材を育成する。具体的にはデザイン

シンキング・システムシンキングを全

学的に育成する教材の開発研究を行

う。また、「数理・データサイエン

ス・ＡＩ教育プログラム」を着実に実

施する。さらに、グローバル化社会に

おいて求められるコミュニケーション

能力やプレゼンテーション能力を習得

するために、在学４年間を通して実践

的な英語力を向上させるためのカリキ

ュラムを強化拡充する。 

ワークショップデザ

イン（Ⅰ～Ⅲ）をモ

デルに、各授業で要

求されるＥＱ力の程

度を可視化するＥＱ

レベルを策定する。

またＰＲＯＧテスト

の得点を１年次から

３年次までに１０％

増とする。 

― 

上昇率

1.7％ 

(「対自己

基礎力」は

6.6％） 

下降率

4.1％ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・令和６年度は、３段階のＥＱレベルを策定、それに基づ

き学内の⼀部の授業科目（専門科目等も含む）を試験的に

分類した。Ｒ７年度は「ＥＱ強度」を可視化し、学生が自

ら主体的にＥＱ力を高められる体制を構築した。ＰＲＯＧ

テスト(コンピテンシー)の結果分析に基づくＦＤ・ＳＤ研

修を実施し、ＥＱ力向上に向けた学生支援の在り方を全学

で共有した。 

・毎年度、「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラ

ム」を着実に実施するとともに、リテラシーレベルの認定

を更新した。 

・コミュニケーション能力及びプレゼンテーション能力の

習得に向け、教養ゼミや地域ゼミを活用した取組を実施す

るとともに、実践的な英語力向上のため、英語力の習熟度

別クラス編成による指導のほか、オンライン学習教材や多

読図書の活用、正課外の英語活動の実施など、カリキュラ

ムの強化・拡充に取り組んだ。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ＥＱ力を総合的人間力に不可欠な要素として位置づけ、

これまでの分析結果に基づき、科目履修及びキャリア教育

の両面から年次ごとの適切な指導や重点的な支援を継続し

て実施することで、３年次までのコンピテンシー得点１

０％増という目標の達成を確実なものとする。 

・多読やオンライン学習、習熟度別指導をさらに強化する

ため、正課授業の不断の改善を図るとともに、レベルごと

の適切な自学自習を支援する教材開発並びに外部教材・講

座の活用を重点的に推進し、授業と自学自習を連動させた

学習時間の最大化を図ることで、令和６年度以降の入学生

の５０％以上が卒業時にＣＥＦＲ Ｂ１レベル以上へ到達す

る学習水準の維持・向上を図る。 

２ 

・ＰＲＯＧテストに関

する評価指標のＲ７実

績について、１年次と

比較して３年次の得点

が４.１％減少している

ことを確認した。 

・令和４年度に文部科

学省から認定を受けた

「数理・データサイエ

ンス・ＡＩ教育プログ

ラム」について、令和

６年度開設の新学部学

科においても着実に実

施していることを確認

した。 

・評価指標のいずれも

達成が容易でない内容

だが、評価指標に対す

る実績を鑑みて、評価

２を維持する。 

２ 

令和６年度以降の入

学生の５０％程度を

卒業時までにＣＥＦ

Ｒ Ｂ１レベル以上

とする。 

― 

B1 到達：

R6 入学生

の 5％ 

（25 名） 

B1 到達：

R6 入学生

の 9.6％ 

（48 名） 
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2 

新学部・学科の設置に伴う新たなディ

プロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシーや学生が卒業までに修得すべき

能力の到達度測定の方針（アセスメン

ト・ポリシー）に基づき、教育とその

効果の測定を実施する。また、学習成

果測定にあたっては、授業期間中に評

価して成長を支援する形成的評価の導

入や、パフォーマンス課題の設定とル

ーブリックの活用を通した定性的な評

価の普及を進め、教育の質保証を図

る。これらの目標を達成するため、学

修成果可視化のためのＬＭＳを新規開

発するとともに、ディプロマサプリメ

ントに基づいた評価と支援の体制を確

立する。 

令和９年度までに全

ての授業科目におい

て汎用ルーブリック

等を活用した形成的

評価を導入する。 

― 

全科目の

54％が導入 

全科目の

50％が導入 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・学修の到達度測定と学習成果可視化の取組として、形成的

評価やパフォーマンス評価を導入・蓄積するための新規ＬＭ

Ｓの運用を全学部学科で開始した。 

・総合科目、専門科目を含む全科目において、汎用ルーブリ

ック等を活用した形成的評価の導入を進め、ＬＭＳ上に学習

評価の記録と蓄積を行った。 

・新規ＬＭＳ上の「ディプロマ・サプリメント」機能を活用

し、学生一人ひとりのディプロマ・ポリシーの達成度を可視

化した。また、学年ごとの達成状況の偏りや課題を把握し、

履修助言に活用できる状況を整備した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・汎用ルーブリック等を活用した形成的評価を継続し、令和

９年度末までに全授業科目への導入を完了させる。 

・専門科目を含む全ての授業科目において、学習評価の結果

を遅滞なくＬＭＳ上へ記録・蓄積する体制を維持する。 

３ 

 

３ 

令和９年度までに全

ての授業科目におい

てＬＭＳ上に学習評

価 の 記 録 を 蓄 積 す

る。 

― 

R6 年 4月

に学習管理

システム

（LMS）を

導入した。 

専門科目を

含む全ての

科目におい

て、LMS 上

に学習評価

の記録と蓄

積を行っ

た。 

3 

地域の課題解決や価値創造に貢献でき

る人材を育成するために、ＣＢＬを強

化・拡充する。 

地域ゼミでの教員の

専門性を生かすとと

もに、専門ゼミにお

ける本学独自のＰＢ

Ｌを積極的に推進す

る。 

― 

地域ゼミで

の教員の専

門性を生か

した運営を

行った 

本学独自の

PBLを積極

的に推進し

た。 

地域ゼミで

の教員の専

門性を生か

した運営を

行った 

本学独自の

PBLを積極

的に推進し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・地域ゼミの教員の専門性を活かすための情報発信を行っ

た。ＰＢＬの考え方や授業実践・評価に関わるポイントを共

有し、専門ゼミを含むＰＢＬの基本的な考え方を周知した。

さらに、山口型ＰＢＬの推進として、商工会議所及び自治体

との契約を継続するとともに、新たに自治体との契約を締結

したことにより、地域連携を拡充し、ＰＢＬ関連科目が増加

した。 

・全学生が参加する地域共創型インターンシップ、サービス

ラーニング、業界別地域キャリア教育などを確実に実施し

た。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、ＰＢＬの基本的な考え方や授業実践方法の共有

を図り、地域ゼミ・専門ゼミを含むＣＢＬ教育の質的向上を

推進する。 

・山口型ＰＢＬの推進として、商工会議所及び自治体との連

携を継続・拡充し、ＰＢＬ関連科目を安定的に実施する。 

・地域共創型インターンシップ、サービスラーニング、業界

別地域キャリア教育を引き続き全学生対象に実施する。 

これらの取組を通じて、学生の課題発見力・協働力・実践力

の着実な向上を図り、地域の課題解決や新たな価値創造に主

体的に貢献できる人材の育成が進展するものと見込まれる。 

３ 

 

３ 

全学生が参加する地

域共創型インターン

シップ、サービスラ

ーニング、業界別地

域キャリア教育など

を確実に実施する。 

R4 

62 社受入 

159人参加

(コロナの

影響で対面

実施は 64

名) 

R5 年度 

１年生必修 

72 社受入 

340名参加 

１年生必修 

76 社受入 

372名参加 

１年生必修 

83 社受入 

371名参加 
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中期目標 
学部・学科の新設及び改編を見据えた優秀な教員の確保や適正な教員配置を行うとともに、客観的な人事評価制度を確立する。 

また、幅広い教養を身につけた人材育成を行うための教育実施体制を整備する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（２）教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

4 

新学部学科の適切な運営を行うため、

優秀な教員を確保し、適正な教員配置

を行うとともに、教員の学問分野の特

性に応じた柔軟な働き方を整備する。

また、毎期末に授業評価アンケートを

実施し、教員の教育力を定量的に評

価、公開するとともに、教育、研究、

社会連携・地域貢献、業務運営におけ

る教員の活動状況を、客観的な基準に

基づき年度ごとに評価する。再任用・

昇格審査においてもこれを活用する。 

各学科の特性を考慮

した人事評価制度を

令 和 ６ 年 度 に 確 立

し、実施する。 

各学科で試

行を開始し

た。 

各学科で試

行。 

OKR制度導

入の準備を

行った。 

定量的に評

価できる項

目におい

て、OKR を

用いて評価

した。 

再任用審

査、昇格審

査に KPIの

実績を活用

した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・裁量労働制に関する労使協定書を更新し、教員の柔軟な働

き方を整備した。 

・毎期末に授業評価アンケートを実施し、教員の教育力を定

量的に評価、公開した。適切なルールの整備のため、教員の

働き方について現状把握を実施し、状況と課題を確認し、働

き方と活動成果の関係性を分析した。各学科の特性を考慮し

た教員人事評価制度（ＯＫＲ）について、定量的に評価でき

る項目において評価を実施した。再任用審査及び昇格審査に

おいて、客観的な基準（ＫＰＩ）に基づく年度評価を適切に

活用した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・授業評価アンケートの結果を、教員評価の客観的指標（Ｋ

ＰＩ）として導入するための検討・協議を行い、令和９年度

までに評価及び処遇へ反映する制度を構築する。 

・就業規則及び関連諸規程の見直しを行い、教員評価に関す

る基準及び運用方法を明文化し、制度の透明性・公平性の確

保を図る。 

３ 

 

３ 

5 

新学部・学科の設置に合わせて見直し

た全学教育プログラムを適切に実施す

る。また、科目の特性により対面・オ

ンライン・オンデマンド・ハイフレッ

クス等の多様な方式で教育を提供する

ことにより学生の学習効率を高める。 

対面以外の形式で実

施する科目の割合を

Ｒ６年度からＲ９年

度までに増加させ

る。 

全 604 科目

中 

・オンライ

ン講義

2.8％ 

・オンデマ

ンド講義

1.8％ 

全 913 科目

中 

・オンライ

ン講義

1.6％ 

・オンデマ

ンド講義

2.7％ 

全 792 科目

中 

・オンライ

ン講義

3.8％ 

・オンデマ

ンド講義

4.6％ 

ハイフレッ

クス講義

3.3% 

オンライン

と対面の併

用講義 5科

目 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・新学部学科の設置に合わせて見直した全学教育プログラム

を着実に実施した。 

対面以外に、オンライン、オンデマンド、ハイフレックス等

の多様な方式で実施する授業を増加させた。また、対面を原

則とする授業においても、オンデマンドやハイフレックス方

式を取り入れた授業を複数実施し、受講形態を選択できる科

目数を拡大した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・オンライン、オンデマンド、ハイフレックス等の対面以外

の形式で実施する授業科目の割合を段階的に増加させる。 

・対面を原則とする授業においても、オンデマンド等の手法

を組み合わせることで、学生が受講形態を選択できる科目数

をさらに拡充する。 

３ 

 

３ 

  



 

4 

中期目標 

入学者の受入方針（アドミッション・ポリシー）に基づいて、能力・意欲・適性を総合的に評価する入学試験を実施し、社会人や留学生など多様な学生の受入れを推進

する。 

また、学生が主体的に学び、課題発見・解決する能力の向上を教職協働により支援するほか、留学生を含めた多様な学生が安心安全な学生生活を送ることができるよ

う、経済的支援、生活相談、メンタルサポートを含めた健康管理、地域と連携した進路支援の強化を図る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（３）学生の受入れと支援に関する目標を達成するための措置 

6 

新学部・学科の設置に伴い策定された

新たなアドミッション・ポリシーに基

づき、高大接続を踏まえた個別選抜入

試や、留学生や社会人を対象とした特

別入試を実施する。 

令和９年度までに高

大接続入試を開発す

る。 

今後検討す

る。 

高大接続入

試の開発

（制度設

計）を終え

た。 

高大接続入

試を周知し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・新学部・学科の設置に伴い策定された新たなアドミッショ

ン・ポリシーに基づき、高大接続入試の開発、入試を実施し

た。また、留学生選抜入試及び社会人の特別選抜入試を着実

に実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・令和８年度（令和９年度入学者選抜）より高大接続入試を

実施する。 

・令和８年度（令和９年度入学者選抜）より留学生選抜の選

抜試験内容を変更し、１次試験において知名度が高く多くの

留学生が受験する日本留学試験（日本学生支援機構）を利用

するとともに、２次試験の面接をオンラインにて実施するこ

とにより、海外からの出願を促していく。 

４ 

 

４ 
留学生選抜入試及び

社会人の特別選抜入

試 を 着 実 に 実 施 す

る。 

R6 募集で

は経済経営

学部のみ実

施した。 

R7 入試で

も経済経営

学部で実

施。 

特別選抜は

出願者な

し。 

R8 入試で

も経済経営

学部で実

施。 

R8 特別選

抜は経済経

営学部で実

施した。 

7 

教職協働による学生アドバイスの強

化、保健室における健康相談及び臨床

心理士によるカウンセリング機会の充

実、合理的配慮、経済的支援としての

各種奨学金制度の実施などを通して、

学生への学修支援を充実させる。 

学生への学習支援体

制を充実させること

により、退学率が全

国の公立大学の平均

値以下を維持する。 

R5 退学率

2.5％ 

(全国公立

3.7％) 

R6 退学率

1.4％ 

(全国公立

3.7％) 

R7 退学率

1.4％ 

(全国公立

3.7％) 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・教職協働による学校生活や進路に関する支援体制の充実を

図るとともに、保健室における健康相談及び臨床心理士によ

るカウンセリング機会を充実させた。 

・合理的配慮、経済的支援としての各種奨学金制度の実施な

どを通して、学生への学修支援を充実させた。 

・退学者について退学理由を分析し、学生支援策の改善・強

化につなげた。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・学生への学習支援体制及び教職協働による相談体制を強化

し、退学率を全国の公立大学平均値以下に継続して維持す

る。 

３ 

 

３ 
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8 

学生の進路の可能性を広げるため、地

域の企業やアントレプレナー等との交

流機会を増やし、進路選択の幅を広げ

るとともに、産学官連携の下、起業等

も可能にする支援体制を整備する。ま

た、大学発ベンチャー企業の創出、及

び企業内でのイノベーションの創出に

貢献する人材の育成を進める。 

毎年度の実就職率を

９０％以上とする。 

R4 実就職

率 91.1% 

R5 実就職

率 90.5％ 

R6 実就職

率 91.0％ 

R7 実就職

率 92.2％ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・地域の企業とアントレプレナー養成講座や地域企業の課題

解決プロジェクトによるアイデアコンテストなどを実施し

た。 

・アントレプレナーに関する年間プロジェクトを着実に実施

したことで、アントレプレナーシップを備えた学生の養成を

進めた。 
 
＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、地域の企業やアントレプレナー等との交流機会

を充実させ、学生の進路選択の幅を広げる取組を継続・発展

させる。また、産学官連携の下、起業に関心を持つ学生への

支援体制を強化するとともに、起業に限らず、企業内におい

てイノベーション創出に貢献できる人材の育成を進める。 

３ 

 

３ 

地域企業や起業家に

よるキャリアアドバ

イザー体制を適切に

運用する。 
― 

適切に運用

した。 

（キャリア

アドバイザ

ー参加企業

数 10社以

上） 

適切に運用

した。 

（キャリア

アドバイザ

ー参加企業

数 8 社以

上) 

9 

学生会と協働し、学生が自主自律的な

活動ができるように支援するととも

に、大学との意見交換会の機会を設け

て学生の意見を反映した大学づくりを

目指し、卒業時における学生の満足度

を高める。 

卒業時の満足度調査

における学生満足度

を ９ ０ ％ 以 上 と す

る。 

90.7％ 

（満足及び

おおむね満

足の合計） 

95.1％ 

（満足及び

おおむね満

足の合計） 

93.7％ 

（満足及び

おおむね満

足の合計） 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・学生会執行部と教職員の代表による協議会を開催し、学生

会からの要望を基に学生生活の充実に向けて直接意見交換を

行い、学生会の自治組織としての積極的な取組を支援し、卒

業時における学生の満足度を高めた。 
 
＜令和８～９年度の見込み＞ 

・卒業時の満足度調査において、学生満足度９０％以上（満

足及びおおむね満足の計）の数値を確実に維持する。 

４ 

 

４ 

   

中期目標 

研究者の専門性に根差した研究の卓越性を強化し、地域や企業、行政機関等と幅広く連携・協働した課題解決型実践的研究を推進するとともに、多様な視点から研究を

発展させ新たな価値を創出する。 

また、適正な研究評価体制を構築し、研究水準の向上を図る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

10 

研究力活性化のための分析、研究推

進、研究進捗管理、研究支援及び産学

連携などの利活用等を図るとともに、

ＵＲＡを中心に、学内外での共同プロ

ジェクト研究の推進や次世代研究者の

育成を図る。また、適正な研究評価体

制を構築し、研究水準の向上を図る。

なお、地域連携による課題解決型実践

的研究の活性化のために、各研究セン

ターなどを活用し、地域の企業や行政

機関等と幅広く連携・協働し、地域の

活性化のための研究を推進する。 

新規の共同研究及び

受託研究等を毎年度

４件以上実施する。 

R4：6 件 

R5：8 件 

R6：8 件 R7：10件 ＜令和４～７年度の実績＞ 

・研究シーズ集の配布等県内自治体との連携基盤の構築を進

めた。 

・ＦＤ研修やコーチングなど、科学研究費の申請率向上及び

採択件数の増加に向けた取組を実施した。 

・企業との面談機会を活用して課題を発掘し、共同研究等獲

得に向けた協議を行った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ＵＲＡを中心とした研究支援体制について、科研費説明会

や個別添削を継続的に実施し、申請率及び採択率の底上げを

図る。 

・研究者データベースの研究シーズを精査し、公開可能な内

容の整理・発信を行う。 

・地域企業や自治体等との地域産学連携交流会を開催し、マ

ッチング機会の創出を図る。 

３ 

 

３ 

科学研究費への申請

率を毎年度向上させ

る。また令和９年度

までに新規で累計３

０ 件 の 助 成 を 受 け

る。 

申請率 

R4：42％ 

R5：51％ 

採択率 

R4：13％ 

R5：24％ 

採択件数 

R4：5 件 

R5：3 件 

申請率 

R6：59％ 

採択率 

R6：19％ 

採択件数 

R6：10件 

＜累計：10

件＞ 

申請率 

R7：76％ 

採択率 

R7：15～16

％ 

採択件数 

R7：9～10

件(1 件申

請中) 

＜累計：19

～20 件＞ 



 

6 

中期目標 
優れた研究力を持つ教員の確保や若手の教員を育成するとともに、研究力を向上させるための環境を整備する。 

また、学部・学科間や他大学をはじめとする外部機関との連携を促進する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（２）研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 

11 

優れた研究力を持つ教員の確保や若手

教員の育成のため、テニュアトラック

制を活用する。 

年齢や性別等のバラ

ンスの取れた教員体

制を目指し、テニュ

アトラック制による

教員の公募を毎年継

続する。 

中期計画策

定次に設定

していたテ

ニュアトラ

ック制によ

る教員の公

募を継続し

た。 

中期計画策

定次に設定

していたテ

ニュアトラ

ック制によ

る教員の公

募を継続し

た。 

国のルール

に準じたテ

ニュアトラ

ックに関係

する教員評

価の再任基

準について

要綱案を作

成した。 

 

中期計画策

定次に設定

していたテ

ニュアトラ

ック制によ

り該当教員

への周知及

び手続きを

実施した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・各学問分野に合わせたＫＰＩ項目を策定し、テニュアト

ラック制の評価指標に活用した。 

 また、年齢や性別等のバランスの取れたテニュアトラッ

ク制による教員の公募を毎年継続した。 

・テニュアトラックに関係する教員評価の再任基準につい

て要綱案を作成し、該当教員への周知及び手続きを実施し

た。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・新たなテニュアトラック制度において、職位ごとに対象

範囲を整理したうえで、採用時に再任及びテニュア取得に

係る評価基準を明示する運用を行う。 

・併せて、再任と昇任の趣旨や位置づけの違いを整理した

制度設計を進め、必要に応じて経過措置を含めた既存制度

からの円滑な移行を検討する。 

３ 

 

３ 

12 

教員や学生をはじめとする利用者のニ

ーズ調査や施設・設備の利用状況等を

踏まえた環境整備を計画的に進めると

ともに、研究施設・設備を含めた学内

施設・設備は学内外で共同利用を推進

する。また、新学科の設置に伴い、新

たな学術情報基盤方針を立て、電子ジ

ャーナル・データベースの導入を含

め、図書館機能を充実させる。 

図書館をはじめとす

る学内施設・設備の

利用者数等のデータ

収集を着実に行う。 

R5 図書館 

貸出件数 

3,771 冊 

入館者数 

18,444名 

R６図書館 

貸出件数 

8,213 冊 

入館者数 

22,490名 

R７図書館 

貸出件数 

10,514冊 

入館者数 

27,423名 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・学科間連携による設備の共同利用を実施し、施設の利用

状況の把握及び教育効果の検証を行った。 

・利活用可能な研究施設・設備情報の学内共有を進め利活

用を促進した。 

・学術情報基盤方針の策定に向けた準備を進め、新学部学

科用の図書、電子書籍、電子ジャーナル・データベースを

導入し、研究資料の充実を図った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・図書館・電子ジャーナル・データベースの利用データの

継続的収集・分析を行い、適切な環境整備に反映する。 

・学内施設・設備の共同利用を引き続き推進し、利用件数

の増加を図る。 

３ 

 

３ 

学内施設・設備の共

同利用件数を令和５

年 度 よ り 増 加 さ せ

る。 

R4 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ

ｽ導入数 

国内１件 

海外０件 

R5 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ

ｽ導入数 

国内１件 

海外０件 

R6 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ

ｽ導入数 

国内８件 

海外４件 

R7 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ

ｽ導入数 

国内７件 

海外４件 

利用者数等のデータ

を基に、学術情報基

盤 方 針 を 適 宜 見 直

す。 

― 

学術情報基

盤計画策定

に向けて情

報収集を行

った。 

学術情報基

盤の整備に

向けた環境

確認を実施

した。 
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13 

山口県内の高等教育機関との教育研究

連携や地域貢献推進、また、国内の大

学をはじめとする教育研究機関との連

携を積極的に進め、教員や学生の交流

を通した教育研究のプラットフォーム

化及びグローバル化を推進する。 

国内の高等教育機関

との連携協定を、令

和９年度までに２件

以上締結する。 

首都圏に限

らず今後検

討。 

２件締結 

・叡啓大学

と包括連携

協定を結ん

だ。 

・徳山高専

と包括連携

協定を結ん

だ。 

令和 8 年度

早期の締結

に向けて準

備をした。 

・R8 予定 

名桜大学 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・叡啓大学との包括連携協定を締結し、周南、広島の地域

振興に関する考察とフィールドワークを行う集中講義やア

ントレプレナーシップ実習ブートキャンプ及び公開講座兼

ＦＤ・ＳＤ研修を実施した。 

・徳山工業高等専門学校と包括連携協定を締結し、アカデ

ミックデーの共同開催及びＦＤ・ＳＤ研修の相互参観を通

じて教職員間の交流事業を推進した。 

・名桜大学とは包括連携協定の提携を視野に入れながら、

ＩＲに関する情報交換を行い、連携の実質化を行った。 

・首都圏の高等教育機関と連携した教育プログラムを展開

するため、大正大学と準備を行った。 

・海外の学生を招聘し、本学の学生とのワークショップを

実施し、共同成果の発表を行うなどグローバルな活動を実

施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・国内高等教育機関との連携協定締結を含む取組は評価指

標を達成している。今後名桜大学との包括連携協定の締結

を予定している。 

・教員・学生の交流を通じた教育研究連携をより推進し、

教育研究のプラットフォーム化及びグローバル化の進展を

図る。 

４ 

 

４ 

Ⅱ 地域社会との連携・共創、地域貢献に関する目標 

  

中期目標 

地域における「知の拠点」として、大学が有する知的、人的、物的資源を活用し、地域の政策課題解決に向けたシンクタンク機能を充実するとともに、地域共創センタ

ーを中心として産業界や地域社会の抱える課題の解決や新たな価値を創出するための共創パートナーとしての機能を充実する。 

また、社会人をはじめとした幅広い世代がリカレント教育や生涯を通じた学びを行うことができる環境を整備する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

１ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

14 

自治体へのシンクタンク機能を発揮す

るために、主に山口県東部の自治体と

の連携協定を締結し、共有された課題

に対して、大学が有する知的、人的、

物的資源を活用し、ニーズオリエンテ

ィドな解決を図る。 

県内の自治体との連

携協定を毎年度１件

以上締結する。 

R4 下松

市・光市 

R5 山口県 

R6 柳井市 R7 田布施

町 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・主に山口県東部の自治体との連携協定を締結し、委員会

への参加や条例策定等への関わり、受託事業及び研究など

を通じて共有された課題の解決に取り組んだ。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・県内自治体との連携協定については、毎年度１件以上締

結しており、評価指標の達成に向けた取組は順調に進展し

ており、今後は、岩国市、平生町、上関町、周防大島町等

との連携協定締結を視野に引き続き取組を進めていく。 

・周南市以外の自治体からの課題解決ニーズに即した受託

事業を継続的に実施することにより、大学のシンクタンク

機能が有効に発揮されると見込まれる。 

４ 

 

４ 

周南市以外の自治体

からの受託事業、研

究を毎年度２件以上

実施する。 
― 

3 件実施 

下松市 2件 

山口県 1件 

2 件実施 

下松市 1件 

光市 1 件 
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15 

幅広い年代層の地域住民や在留外国人

等すべての人が学び続けられるリカレ

ント教育体制を構築するために、地域

のニーズに即したエクステンション事

業として、教養講座や資格取得を目指

した講座を開設する。また、デジタル

トランスフォーメーションに関するプ

ログラム等を中心に、地域の社会人層

のキャリアアップを目的とした学びの

プログラムを開設する等、多様な学び

を提供する。 

オープンカレッジし

ゅうなんの講座を毎

年度１００件開設す

る。 

前期 58 講

座 

後期 54 講

座 

前期 56 講

座 

後期 51 講

座 

前期 49 講

座 

後期 46 講

座 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・オープンカレッジしゅうなん、リカレント教育プログラ

ム、履修証明プログラム、ＤＸ関連のセミナーを毎年開設

し、多様な学びを提供した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・オープンカレッジしゅうなんをはじめ、リカレント教育

プログラムや履修証明プログラム等を継続的に開設し、地

域の多様な学習ニーズに即した学びの機会を提供する。 

・オープンカレッジしゅうなんについては、講座内容や構

成の改善を図りながら、市民講座等と合わせて毎年度１０

０件規模の講座運営を維持する。 

・リカレント・リスキリング分野では、受講動向や地域ニ

ーズを踏まえた新規プログラムを企画・実施し、社会人の

学び直しを支援する。 

これらの取組を継続して、幅広い年代層を対象としたリカ

レント教育体制の充実を進めることで、評価指標の達成に

向けた取組は進展すると見込まれる。 

３ 

 

３ 

リカレント、又はリ

スキリングの新規プ

ログラムを毎年度実

施する。 

・(新規) 

IT データ

リテラシー

入門講座 2

名受講 

・(新規) 

IT×福祉リ

カレント教

育プログラ

ム 30名受

講 

・(継続) 

IT データ

リテラシー

入門講座 6

名受講 

・(継続) 

IT×福祉リ

カレント教

育プログラ

ム 6 名受講 

・(新規) 

クリエイテ

ィブシンキ

ング＆プレ

ゼンテーシ

ョン講座 2

名受講 

・(継続) 

IT データ

リテラシー

入門講座 2

名受講 

・(継続) 

IT×福祉リ

カレント教

育プログラ

ム 9 名受講 

・(新規) 

スポーツを

科学する 0

名 

・(新規) 

地域福祉活

動を支える

ソーシャル

ワーク入門

0 名 
   

中期目標 
地域社会の持続的発展に貢献するため、周南創生コンソーシアムを中心に産学官連携を深め、地域に必要とされる人材の輩出と定着につながる教育を行う。 

また、共同研究や受託研究を促進し、地域における産業振興と新産業の創出を図る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

２ 産業界等との連携に関する目標を達成するための措置 

16 

地域に必要とされる人材の育成と輩出

を進めるため、地域企業との連携を強

化し、学生の学びの場を創出するとと

もに、地域社会のニーズを収集できる

仕組みを構築し、改善に取り組む。 

令和９年度までに本

学とのパートナー企

業数を１００社以上

とする。 

R4：62社 

R5：85社 

R6：120 社 R7：130 社 ＜令和４～７年度の実績＞ 

・地域共創型インターンシップの実習先拡大を図った。 

・地域に必要とされる人材の育成と輩出を推進するため、

パートナー企業数の増加を図った。 

・周南創生コンソーシアム会議において、学生へのヒアリ

ング内容に基づく分析結果を報告し、地域課題の解決に向

けた提言を行った。また、周南創生コンソーシアムによる

若者の就職・定住意識調査の結果報告会を開催した。 
 
＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、地域企業との連携強化や実践的な学びの場の

創出を通じて、地域に必要とされる人材の育成と輩出を推

進する。また、学生や地域から得られたニーズや意見を踏

まえた改善を行うとともに、共同研究や受託研究の促進を

通じて、地域産業の振興や新産業創出に貢献し、地域社会

の持続的発展につながる取組を推進しており、中期目標の

達成に向けた取組は順調に進展している。 

４ 

パートナー企業数に関

する評価指標につい

て、令和７年度までの

実績で１３０社となっ

たことは、評価指標を

大きく上回る実施状況

であり、評価５が適当

と判断する。 

 

 

５ 
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17 

地域の課題解決のため、周南創生コン

ソーシアム、パートナー企業との連携

の下に収集した課題と、大学が持つリ

ソースのマッチングを行う。 

新規の共同研究及び

受託研究等を毎年度

４件以上行う。 

（再掲） 

R4：6 件 

R5：8 件 

R6：8 件 R7：10件 ＜令和４～７年度の実績＞ 

・研究シーズ集の配布等県内自治体との連携基盤の構築を

進めた。また、周南創生コンソーシアムやパートナー企業

のニーズとシーズ集を活用した大学のリソースとのマッチ

ングを行い、新規の共同研究・受託研究等に繋げた。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・パートナー企業等からニーズ収集し、個別協議によりマ

ッチング機会を確保する。 

・研究シーズ集の活用を促進するために内容刷新と充実を

行い、共同研究等の創出につなげる。 

４ 

新規の共同研究及び受

託研究に関する指標に

ついて、毎年度、大学

と地域の企業等との連

携が極めて活発に行わ

れていることから、評

価５が適当と判断す

る。 

５ 

   

中期目標 
高大連携に加えて、高等教育機関、総合支援学校、小中学校等と幅広く連携することで、地域の教育水準の向上や社会課題への理解と解決を進める。 

また、さまざまな連携を通して地域からの入学者の増加を図り、地域人材循環構造の構築につなげる。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

３ 教育機関との連携に関する目標を達成するための措置 

18 

地域の小中高等学校や総合支援学校、

高等教育機関などと設立した教育コン

ソーシアムにおいて、大学の有する教

育研究リソースを活用し、地域の学び

のサポートや現場教職員との合同研修

等を実施することで、地域の教育水準

の向上やＳＤＧｓの推進など社会課題

の解決につなげる。 

地域向けの講演会、

研修会、公開講座等

や、教育機関の連携

に関わる研修会を毎

年度実施する。 

― 

地域共創教

育コンソー

シアムの事

業として、

加盟団体に

よるシンポ

ジウムを実

施した。 

 

公開講座

DAY 15講

座、参加者

102名 

地域共創教

育コンソー

シアムの関

連事業とし

て、教育シ

ンポジウム

を実施し

た。 

 

公開講座

DAY 11講

座、３イベ

ント、参加

者 165 名 

 

オンライン

公開講座を

実施した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・地域共創教育コンソーシアムを活用して、加盟団体によ

るシンポジウムを実施した。また、地域の教育機関等と連

携し、公開講座ＤＡＹ及び周南公立大学オンライン公開講

座などを実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・地域共創教育コンソーシアムを基盤として、地域住民向

けの講演会、研修会、公開講座等を毎年度継続して実施

し、地域の学びのサポート体制を定着させる。 
３ 

 

３ 
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19 

日本国内での先進的かつ多様な教育・

研究体験を提供するために、国内の高

等教育機関と連携したプログラムの提

携を構築し、活用する。 

国内の高等教育機関

と連携したプログラ

ム を 毎 年 度 実 施 す

る。 

ー 

R6 叡啓大

学と実施し

た。 

R7 徳山工

業高等専門

学校、叡啓

大学と実施

した。 

大正大学と

準備を実施

した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・叡啓大学との包括連携協定を締結し、周南、広島の地域

振興に関する考察とフィールドワークを行う集中講義やア

ントレプレナーシップ実習ブートキャンプ及び公開講座兼

ＦＤ・ＳＤ研修を実施した。（再掲） 

・徳山工業高等専門学校と包括連携協定を締結し、アカデ

ミックデーの共同開催及びＦＤ・ＳＤ研修の相互参観を通

じて教職員間の交流事業を推進した。（再掲） 

・名桜大学とは包括連携協定の提携を視野に入れながら、

ＩＲに関する情報交換を行い、連携の実質化を行った。

（再掲） 

・首都圏の高等教育機関と連携した教育プログラムを展開

するため、大正大学と連携に向けた準備を行った。(再掲) 

 
＜令和８～９年度の見込み＞ 

国内高等教育機関との連携協定締結を含む取組は評価指標

を達成しており、令和８年度に名桜大学との包括連携協定

が締結されれば３件目となる。引き続き、教員・学生の交

流を通じた教育研究連携を継続的に推進し、教育研究のプ

ラットフォーム化及びグローバル化の進展を図ることで、

中期目標の達成に向けた取組は順調に進展している。 

４ 

 

４ 

   

中期目標 

地域の企業や行政機関等との連携を図るための地域共創型インターンシップや地域ゼミなどを通した「地域を知り、地域への愛着を育み、地域の発展に貢献する教育」

を全学年を通じて行うことで、卒業生の地域への定着を促進する。 

また、地域での活躍の選択肢を拡大するために、教育を通したアントレプレナーシップの醸成や地域共創センターを介した起業支援などを行う。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

４ 地域への定着に関する目標を達成するための措置 

20 

地域への定着を促進する取組みとし

て、地域共創型インターンシップの拡

充及び地域ゼミなどを通した周南圏域

（周南市・下松市・光市）の企業や機

関と学生との交流機会を、全学年を通

じて拡大する。 

令和９年度までに周

南圏域（周南市・下

松市・光市）での就

職率４０％以上を目

指す。 

R5 年度卒

業生 

県内 

 83 名 

(37.9％) 

周南圏域 

 36 名 

(16.4％) 

周南市 

 26 名 

(11.9％) 

県内 

57 名 

(40.4％) 

周南圏域 

 21 名 

(14.9％) 

周南市 

 21 名 

(14.9％) 

県内 

94 名 

(34.6％) 

周南圏域 

 46 名 

(16.9％) 

周南市 

 37 名 

(13.6％) 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・パートナー企業を対象とした企業説明会及び研究会を開

催し、企業や学生の希望を活かしたマッチング機会の創出

を図った。 

・周南圏域における長期インターンシップの実施状況を把

握し、改善を行った。また、１年次から地域の企業を知る

機会の創出のため、１年生のみを対象としたパートナー企

業中心の企業交流会を開催した。 
 
＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、地域共創型インターンシップや地域ゼミ等の

取組を継続・拡充し、周南圏域の企業や行政機関との交流

機会を全学年を通じて充実させることで、学生の地域理解

と愛着の醸成を図る。併せて、低年次からの企業交流や長

期インターンシップの改善を通じて、地域就職に向けた意

識形成とマッチング機会の向上を進め、アントレプレナー

シップ教育や起業支援と組み合わせることで、周南圏域就

職率４０％以上の達成に向けた取組は進展している。 

２ 

・地域でのインターン

シップやマッチング機

会の創出を積極的に実

施している点を評価す

るが、評価指標に対す

る実績を鑑みて、評価

２を維持する。 

・今後更に企業との連

携を強化し、就職率の

向上に取り組まれるこ

とを期待する。 

２ 
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21 

アントレプレナーシップの醸成を目的

としたデザインシンキング・システム

シンキング育成プログラム（リテラシ

ーレベル）の科目を総合教育の中で実

施するとともに、経済経営学部では、

専門レベルで課題解決型アントレプレ

ナーシップ教育を実施する。また、地

域共創センターを窓口として、周南創

生コンソーシアム等と連携したメンタ

ー制度や、ファンディング等の支援体

制により、学生の起業に対するスター

トアップ支援を実施する。 

起業を進路の選択肢

に入れる学生や在学

中に起業する学生を

令和５年度より増加

させる。 

R4 起業件

数 2 件 

R5 起業件

数 0 件 

起業件数 

0 件 

起業件数  

1 件 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・アントレプレナーに関して学ぶデザインシンキング・シ

ステムシンキングの授業を 1・２年生向けの総合科目として

開講した。また、発展型として３・４年生向けの総合科目

の授業も開講し、起業するための基礎・知識・技能・環境

等を学ぶ内容を取り入れた。ワークショップデザインⅡに

おいては学生が地域のコンテンツを活かすアイデア創出方

法を学ぶ機会となった。 

・キャリア形成活動Ⅰの事後学習の一環で、地域業界別キ

ャリアアドバイザーを講師としたアントレプレナーシップ

に関する講演、起業に関する学生意識調査アンケートを実

施した（Ｒ６)。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、アントレプレナーシップの醸成に向け、デザ

インシンキング及びシステムシンキングに関する育成プロ

グラム科目を総合教育において実施するとともに、ワーク

ショップデザインⅡにおいて、地域コンテンツを活用した

課題解決型アントレプレナーシップ教育に取り組む。 

・また、周南創生コンソーシアム等との連携によるメンタ

ー制度として、地域業界別キャリアアドバイザーによる講

演やファンディング等の支援体制の充実を図ることで、学

生の起業に向けたスタートアップ支援を推進する。 

これらの取組は、評価指標の達成に向けて順調に進展して

いる。 

３ 

 

３ 
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中期目標 
地域での活動を通した学びの機会を提供するために、自治体、地域コミュニティ、地域のＮＰＯやボランティア団体などとの連携を図り、学生の主体的な活動機会を創

出し支援する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

５ 地域における学生の活躍の場の創出に関する目標を達成するための措置 

22 

地域活性化を目指した活動を行う学生

をサポートするため、地域のボランテ

ィア団体等の連携体制を構築するとと

もに、学生が地域の活動に対して能動

的に参加できるよう地域活動の学内広

報を推進する。 

令和９年度までに地

域活動に参加する学

生 数 を 在 校 生 の ５

０％以上（延べ人数

１ ,０００名）とす

る。 

R5 件数 73

件 

参加人数

714名／在

学生 1,165

名 

(61.3%) 

件数 55 件 

参加人数

593名／在

学生 1,402

名 

(42.3%) 

件数 62 件 

参加人数

897名／在

学生 1,740

名 

（51.6%） 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・地域からのボランティアの要請について、学内連絡ツー

ル等での情報共有を図るとともに、学生団体である地域貢

献推進委員会の仲介等により、ボランティア活動に参加す

る学生が増加した。 

・ボランティア相談ｗｅｅｋを開催し、専門教員による講

座と学生相談員による個別相談を実施し、学生のボランテ

ィア活動への理解促進と参加意欲の向上を図った。 

・周南市の中学校部活動地域移行について学生が参加する

ことを周南市と検討した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、自治体・地域コミュニティ・ボランティア団

体等との連携を継続的に強化し、地域活動を通じた学生の

主体的な学びの機会を安定的に提供する。併せて、地域活

動に関する学内広報や相談支援の充実を通じて学生の参加

を後押しすることで、ボランティア活動をはじめとする地

域活動参加学生数は着実に増加しており、在校生の５０％

以上（延べ１,０００名）という評価指標の達成に向けた取

組は順調に進展している。 

４ 

 

４ 

   

中期目標 
地域の持続的な発展につながるグローカル人材を育成するため、海外の大学や関連機関との連携を進めるとともに、連携を基盤とした優秀な留学生の受入れと日本人学

生の留学を促進する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

６ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

23 

グローバルな視点から地域の持続的な

発展を考えることができるグローカル

人材を育成するために、海外の大学や

機関との連携協定を締結する。 

令和９年度までに海

外の大学や機関と連

携協定を１０件以上

締結する。 

R5 5 件締

結 

(R4は 0

件) 

R6 6 件締

結 

＜累計：11

件＞ 

R7 6 件締

結 

＜累計：17

件＞ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・令和６年度には中期計画の評価指標である国際交流協定

１０件以上を前倒しで達成した。令和７年度は、各学部学

科と連携し、連携協定を締結している大学等との間で、学

生の派遣・受入れや語学研修などを実施し、積極的な交流

活動を行った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・海外の大学や関連機関との連携協定は中期計画の評価指

標を前倒しで達成しており、国際交流の基盤は既に構築さ

れている。令和８～９年度は、締結した協定を基盤とし

て、留学生の受入れや日本人学生の派遣、語学研修等の交

流事業を一層充実させ、学生が国際的な学修・交流の機会

を安定的に得られる体制を整え、グローカル人材育成に向

けた取組は着実に進展している。 

４ 

 

４ 
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24 

本学及び地域の多様化やグローバル化

に資するために、優秀な留学生の受入

を促進する。また、地域社会において

高度人材として活躍できるキャリア支

援を行うとともに、卒業生、在学生を

つなぐフォローアップ体制の確立、留

学生と日本人学生の混住型住居の整備

の検討など、留学生が安心して学び、

卒業できる環境を整備する。さらに、

日本人学生のグローバル意識の醸成を

進めるため海外の連携協定締結先の大

学や機関への留学を拡大する。 

令和９年度までに交

換留学や短期留学を

含めた海外からの留

学生の受け入れ総数

（延べ人数）を全在

学生の５％程度にす

る。 

R4 留学受

入：90名

／1,071 名 

（8.4％） 

 

R5 留学受

入：67名

／1,165 名

（5.8％） 

 

①留学生在

籍状況 

R4：90名 

R5：67名 

②短期留学

受入数 

R4：０名 

R5：０名 

留学受入：

51 名／

1,402 名 

（3.6％） 

 

①留学生在

籍状況 

R6：43名 

②短期留学

受入数 

R6：８名 

留学受入：

49 名／

1,740 名

（2.8％） 

 

①留学生在

籍状況 

R7：18名 

②短期留学

等受入数 

R7：31名 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・留学生受入の促進のため、高等学校及び日本語学校への

訪問回数を増やしたり、希望者に対するオンライン面談を

実施する等の推進活動を行った。 

・留学生と日本人の混住型学生寮の検討にあたり、近隣の

土地調査を行った。 

・さくらサイエンスプログラムにおいて協定校から学生を

招聘し、本学学生とのワークショップを実施した。共同成

果の発表を行うなどグローバルな活動を進めた。 

・短期留学において、各学部学科の専門性を活かした海外

研修を実施した。また、連携協定校が実施するサマープロ

グラム等を集約し、学生への情報提供を行い、本学学生の

派遣に繋げた。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・留学生の受入れ及び日本人学生の留学促進に向けた取組

を継続・拡充し、交流事業や短期・交換留学を通じて国際

的な学修機会の充実を図る。あわせて、留学生への生活・

キャリア支援体制の整備を進めることで、留学生受入及び

日本人学生の留学実績は着実に増加しており、評価指標で

ある全在学生の５％達成に向けた取組は順調に進展してい

る。 

３ 

 

３ 

令和９年度までに全

学生の５％以上が在

学中に留学（短期留

学 含 む ） を 経 験 す

る。 

R4 1.2％ 

R5 2.9% 

R6 3.4% R7 4.2% 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標   

中期目標 

理事長（学長）主導のもと、ガバナンスを強化し、教職員が大学のビジョンやミッションを共有しながら、不断の業務改善や戦略的かつ機能連携の高い組織体制の構築

に取り組む。 

また、理事会等での外部委員の登用、周南市議会や公立大学法人評価委員会からの意見や評価の反映などを積極的に進めるとともに、監事による内部統制を強化し、透

明性と健全性を十分に確保した組織運営を図る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

（１）業務執行体制の強化に関する目標を達成するための措置 

25 

管理部門組織及びその業務内容、委員

会組織及びその在り方を毎年点検し、

その結果を踏まえて業務改善や組織再

編を行うことにより、機能連携の高い

組織体制を構築する。 

必要に応じて運営会

議や経営審議会等で

議論、検証を行い、

適宜適切な組織体制

とする。 

― 

内部統制体

制強化のた

め、理事長

のもとに内

部監査室を

設置した。 

・法人の意

思決定ルー

トを明確に

するため、

根拠規程等

を整備。 

・教員組織

における規

程及び大学

院の開設に

関する規程

等を整備し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・毎年組織及び業務の在り方を点検し、適切な組織体制づ

くりのため、運営会議や経営審議会等で議論、検証を行っ

た。 

 新学部学科の設置認可申請（Ｒ４） 

 設置の認可を受けたことによる新学部新学科運営の観点

からの管理部門組織等の改組（Ｒ５) 

 経営企画部経営企画課内に広報室設置（Ｒ６） 

 経営企画部経営企画課内に情報システム室、理事長直下

に内部監査室を設置（Ｒ７） 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

引き続き、令和８～９年度ともに管理部門組織及び業務等

を見直し、機能連携の高い組織体制を構築する。 

３ 

 

３ 

26 

理事会や経営審議会等について、経営

に関する重要事項が適切に審議される

会議運営を行う。また、外部委員等か

らの意見や評価を法人運営に適切に反

映する。 

外部委員からの意見

等について、業務運

営の改善につながる

ものは適切に取り組

み、その状況を次回

以降の会議において

報告する。 

― 

業務運営の

改善につな

がるものは

適切に取り

組んだ。 

外部委員等

からの意見

に対しての

フォローア

ップを適切

におこなっ

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・教育研究審議会及び経営審議会並びに理事会を開催し

た。また、外部委員からの意見は具体的な施策に反映する

等、適切に取り組み、その状況を会議において報告した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、令和８～９年度とも適切に審議される会議運

営を行う。また、外部委員等からの意見についてや評価を

適切に反映し、その状況を報告する。 

３ 

 

３ 

27 

監事が教育研究や社会貢献の状況及び

大学のガバナンス体制等についても適

正に監査が行えるよう支援する。ま

た、役員や幹部教職員及び一般教職員

に対する内部統制に関する研修会を定

期的に実施し、内部統制システムの理

解と意識向上を図る。 

内部統制に関する役

員や幹部教職員及び

一般教職員の研修会

を毎年度実施する。 

R5 年 11 月､

内部統制に

関する研修

会を実施し

た。 

R6 年 11 月､

内部統制に

関する研修

会を実施し

た。 

R7 年 12 月､

内部統制に

関する研修

会を実施し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ＩＲや自己点検・評価の結果等の情報提供により、監事

の調査支援を行った。 

・役員や幹部教職員に対して、内部統制研修会を実施し、

内部統制システムの理解と意識向上を図った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、令和８～９年度とも内部統制に関する研修会

を実施し、内部統制に関する理解と意識の向上を図る。 

３ 

 

３ 
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中期目標 
市民や地域の企業・団体等からの意見や提案などが大学運営に反映されるよう、教育研究成果等についてステークホルダーに積極的な情報発信を行うとともに、双方向

の対話を通じて大学に対する理解と支持を得る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

（２）開かれた大学づくりの推進に関する目標を達成するための措置 

28 

大学の教育研究活動を広く発信すると

ともに、市民からの意見を収集、学内

での改善を進められる体制を構築す

る。 

本学に寄せられる意

見 等 を 学 内 で 共 有

し、必要に応じて改

善 す る 仕 組 み を 構

築・運用する。 ― 

HP の教員

紹介ページ

に、研究シ

ーズを教員

ごとに紹介

した。 

リニューア

ルした HP

にて意見を

収集する体

制を構築し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・令和６年度にはホームページのリニューアルを行った。

令和７年度にはリニューアルしたホームページを活用し、

さまざまなステークホルダーから寄せられる意見について

の受付体制を整備した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続きホームページ等での発信を続ける。 

・ステークホルダーからの意見については学内会議等での

共有を続ける。 

３ 

 

３ 

   

中期目標 
社会の要請や地域の特性、受験生のニーズなどを踏まえ、学部・学科の新設及び改編を含めた適切な教育研究組織体制への見直しを行う。 

また、地域産業界への高度人材の輩出や研究力の強化・高度化を図るため、大学院設置の検討を行う。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

29 

令和６年度開設の新学部学科の計画的

な運営と教育研究の充実を図る。ま

た、地域産業界への高度人材の輩出や

研究力強化の基盤構築と次世代の研究

者育成のために、各学科において大学

院設置の検討を行う。 

新学部学科の着実な

運 営 を 行 う と と も

に、教育研究の充実

については各学科等

において進捗管理を

行う。 

検討を開始

した。 

毎年 5 月に

文部科学省

に提出する

履行状況報

告書で教育

研究の充

実、進捗を

確認した。 

各学部学科

においてカ

リキュラム

を着実に実

施した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・新学部学科の運営状況や教育研究の進捗管理等について

教授会等の会議体で報告を行った。 

・令和６年度は情報科学研究科（専門職大学院）の令和８

年度開設を目指し、文部科学省への設置認可申請を行うと

ともに開設に向けた準備を行った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・情報科学研究科（専門職大学院）を設置した。 

・研究科、各学部学科がカリキュラムを着実に実施する。 

・完成年度以降のカリキュラムの見直しや新しい科目等の

検討をする。 

・令和６年度に開設した新学部学科において、カリキュラ

ムを計画通り着実に実施し、設置認可時の計画に基づいた

適切な教育・運営体制を維持する。 

・完成年度以降を見据え、既存カリキュラムの見直しや地

域産業界のニーズに応じた新しい科目等の検討を行い、教

育内容の継続的な改善を図る。 

・次世代の研究者育成及び地域産業界への高度人材輩出を

目的に、各学科における大学院設置に向けた具体的な検討

を継続する。 

３ 

 

３ 

各学科において大学

院 設 置 の 検 討 を 行

い、計画的に準備を

進める。 

 R8 年度開

設に向けて

情報科学科

の認可申請

を含めた準

備を進め

た。 

R8 年度開

設に向けて

カリキュラ

ムとコンテ

ンツの整

備、体制の

構築等を完

了した。 
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中期目標 

優秀な教職員の計画的な採用や多様な雇用形態の確立とともに、能力や実績等に基づき、透明性が確保された人事評価によって適切な処遇、配置を行い、人事の適正化

を図る。 

また、公立大学の教職員としての自覚、資質や意欲、能力の向上を図るために、学内における定期的なＦＤやＳＤ等各種研修や学外での研修を実施する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

３ 人事の適正化と人材育成に関する目標を達成するための措置 

30 

教職員採用計画に基づき、職員につい

ては大学運営に関する適性、基礎的能

力及び専門的能力の高い人材、教員に

ついては教育研究業績の優れた人材を

計画的に採用するとともに、裁量労働

制やクロスアポイントメント制度など

多様な雇用形態の活用と適切な運用を

行う。また、能力や実績等に基づき、

透明性が確保された人事評価制度によ

って適切な処遇、配置を行い、人事の

適正化を図る。 

人事評価制度を適切

に運用し、必要に応

じて改善を行う。 

・職員は前

期後期で自

己評価、一

次評価、最

終評価を実

施 

・教員はす

べて裁量労

働制。クロ

スアポイン

トメントの

適用者はい

ない。 

・職員の評

価制度を刷

新し、昇

格、昇給、

期末手当に

反映する仕

組みを構

築。 

・教員、職

員ともに評

価基準、評

価制度に則

った運用を

行った。ク

ロスアポイ

ントメント

の適用者は

いない。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・裁量労働制、変形時間労働制及びクロスアポイントメン

ト制度を導入した。 

・人事計画に基づき、職員採用業務を行い、経営に必要な

能力を備える人材及び専門的な能力を備えた人材を採用し

た。 

・教員においては評価基準（ＯＫＲ）、職員においては刷

新した評価制度に則った運用を行った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・教職員の採用環境は引き続き厳しい状況が見込まれる

が、課題の的確な把握と教育の質の確保を最優先としつ

つ、各種制度や職場環境の改善を着実に進めることで、専

門的な能力を備えた人材の確保を図るとともに、定着につ

ながる環境整備に取り組む。 

・クロスアポイントメントについては、教育・研究上の必

要性を見極めつつ、将来的な活用可能性について検討を進

める。 

３ 

 

３ 

31 

教職員が地域と大学、地域と世界を繋

げ、地域を活性化させられるような人

材として成長できるようにＦＤ・ＳＤ

研修を定期的に実施する。また、教職

員の専門性に即した研修、資格を支援

する制度を創設する。 

学 生 支 援 、 教 育 改

善、大学経営等、分

類別にＦＤ・ＳＤ研

修を充実させ、参加

率を向上させる。 

令和５年度

は研修の参

加目標者数

を設定して

いなかった

が、参加者

のうち対面

での参加率

が 54％と

低い状況で

あった。そ

のため、対

面参加が困

難な場合や

業務上の都

合により参

加できない

場合でも受

講できるよ

う、オンラ

イン参加や

令和６年度

は、研修計

画に関する

情報提供書

の様式を見

直し、事前

に参加対象

者数を設定

した上で参

加率を算出

した。その

結果、全教

職員参加型

研修の出席

率は 70～

96％となっ

た。 

全職員型及

びオープン

参加型研修

における参

加率は

90％となっ

た。また、

主に学科別

に実施する

教員向け研

修（FD）は

22 回、職

員向け研修

（SD）は４

回実施し

た。さら

に、教員向

けのミニ

FD とし

て、教育方

法に関する

＜令和４～７年度の実績＞ 

・定期的にＦＤ・ＳＤ研修を実施した。令和６年度には周

南市の職員研修に参加できる体制を整えた。また、令和７

年度には教職員の自己啓発支援制度について、制度設計、

学内手続きを実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・職員一人ひとりの能力向上と組織全体の力の強化の両立

を図るため、自己啓発支援制度の導入・周知及び積極的な

活用を推進するとともに、大学運営や教育改善に関するＦ

Ｄ・ＳＤを継続して実施する。 

・事務職員については、新卒の新入職員を中心に、関連機

関の研修やＯＪＴを通じた育成を行い、あわせて定期的な

異動により、大学業務全体を把握できる組織体制を整備す

る。 

４ 

 

４ 
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後日録画視

聴が可能な

体制を整備

した。 

マンスリー

研修や相互

授業参観な

ども実施し

た。 

教職員の専門性を高

めることができる支

援制度を令和６年度

までに創設し、利用

を促進する。 

大学職員と

しての専門

性向上を目

的とした人

材交流を実

施するため

の仕組みを

構築。 

周南市等の

外部研修に

参加できる

仕組みを創

設した。 

教職員の自

己啓発支援

制度につい

て制度設

計、学内手

続きを実施

した。 

   

中期目標 デジタル技術の導入や外部委託の活用などを図り、費用に対する効果を常に意識し、効率的かつ合理的に事務組織の運営を行う。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

４ 事務の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

32 

費用対効果を検証した上で、デジタル

技術の活用やアウトソーシングの活用

を進めることで、事務の効率化、合理

化、省力化を実現し、人的リソースを

企画力、構想力を必要とする、より戦

略的な業務に注力する。 

毎年度費用対効果を

検証し、必要に応じ

て事務の効率化、合

理化、省力化を実施

する。 

教職員のペ

ーパーレス

化はほぼ実

現 

紙処理して

いた学内申

請をデジタ

ル技術導入

により効率

化した。 

外部委託や

既存システ

ムについ

て、費用対

効果の観点

から調達方

法の見直し

を行い、方

針を決定し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・アウトソーシングの活用を検討し、学内における業務シ

ステムの改善や新たなシステム導入など事務効率化、合理

化（ペーパーレス化含む）を図った。また、外部委託や既

存システムについて、費用対効果の観点から調達の見直し

と改善に向けた検討を行った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・これまでに実施したデジタル化及び外部委託の活用状況

について、費用対効果の観点から継続的に検証を行い、そ

の結果を踏まえて事務の効率化・合理化・省力化の取組を

一層推進する見込みである。既存システムの運用改善や必

要に応じた見直し・再構築を進めることで、業務プロセス

の最適化と安定運用を図る。 

・ペーパーレス化については定着を図るとともに、対象業

務の拡充や運用面の改善を進め、さらなる効率化を推進す

る。これにより創出された人的リソースを、企画立案や大

学運営の高度化に資する戦略的業務へ重点的に配分し、組

織全体の生産性向上につなげる見込みである。 

３ 

 

３ 

令和６年度までに学

内申請手続きのペー

パーレス化を実現す

る。 
― 

職員による

人事関係手

続き、原議

書、総務関

係手続きの

ペーパーレ

ス化を実施

した。 

既存システ

ムの効果検

証により課

題を把握し

た上でペー

パーレス化

を促進し

た。 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標   

中期目標 
公的資金を財源とする運営費交付金が市から交付されていることを十分に認識し、安定的な大学運営を行い、中長期的な視点に立って常に経営改革を推進する。 

また、教育水準の維持向上に配慮しながら、真に必要な業務の精査や業務経費の効率化を図る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

１ 安定的な経営確保及び経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

33 

教育研究・社会貢献水準の維持向上に

配慮しながら、毎年経費区分ごとに財

務分析を行った上で必要な業務と不要

な業務を洗い出し、業務経費の効率化

を図る。 

教育研究・社会貢献

水準の維持向上に配

慮しながら、不断に

業務経費の効率化を

図る。 

― 

不断に業務

経費の効率

化を図っ

た。 

予算フレー

ムの作成に

より、業務

経費の効率

化を図っ

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・令和５年度決算から財務レポートを作成し、公表した。令

和７年度からは必要経費を予め洗い出し、予算フレームを作

成した上で予算を編成した。また、執行状況を各部署に報告

し、適正な予算執行を周知した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・令和８～９年度は予算を適切に執行するための体制を強化

する。また、財務分析等に基づき、必要事業を精査した上で

予算を編成する。 

３ 

 

３ 

財務レポートを毎年

度作成し公表する。 

― 

R7 年 3月､

令和 5 年度

財務レポー

トを作成・

公表した。 

R7 年 10 月､

令和 6 年度

財務レポー

トを作成・

公表した。 

   

中期目標 
志願者を増加させ入学定員を確保するほか、共同・受託研究収入や各種補助金等の競争的外部資金の獲得、地域内外からの寄附金の増加に向けた戦略的な取組を推進

し、自己財源の充実を図る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

２ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

34 

ホームページ上やＳＮＳでの発信、定

期的な高校訪問や全国各地での説明会

の実施、多様な入試形態の設定などで

本学の魅力を周知することにより、志

願者を増加させ入学定員を確保し、授

業料等の安定した自己収入を得る。 

志願倍率が全国の公

立大学の平均値以上

を維持する。 

R6 一般選

抜志願倍率 

7.6倍 

（全国 5.5

倍） 

R7 一般選抜 

志願倍率  

8.9倍 

（全国 5.7

倍） 

R8 一般選

抜志願倍率

8.8倍 

（全国 5.6

倍） 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・前年度出願データを基に高校訪問やその他の募集活動を行

い、大学教育の方針と新たな入学者選抜の理解を促した。ま

た、本学の魅力をホームページ上やＳＮＳで発信、定期的な

高校訪問及び全国各地で説明会を実施し、多様な入試形態を

設定した。 

 これにより、各年度ともに一般選抜の志願倍率は全国の公

立大学の平均値以上を維持し、入学定員を確保した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・令和８年度の新たな取り組みとして、ＳＮＳを活用した広

報を強化する。多くの在学生が参加するショート動画（学生

メッセージ、授業風景等）を作成・配信し、本学及び本学学

生の魅力を発信することで、高校生等の関心を高めていく。 

・一般選抜前期日程及び公立大学中期日程において、令和８

年度（令和９年度入学者選抜）より、志願者獲得に向け松山

会場を地方受験会場として設置予定。また、その結果をもと

に、さらなる志願者獲得に向けて令和９年度（令和１０年度

入学者選抜）以降の地方受験会場の設置場所、設置数につい

ても戦略的検討を行う。 

４ 

 

４ 
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35 

市民や企業に向けた文化・健康増進等

を中心とした公開講座、社会人層のキ

ャリアアップを目的としたプログラム

などの魅力的な事業を実施し、大学が

持つリソースの認知度向上につなげ

る。この取組みにより、地域の企業等

との共同研究及び受託研究を増やすと

ともに、各種補助金等の競争的外部資

金の獲得に戦略的に取り組む。また、

学生の修学支援や多様な地域連携活動

などを通じて、地域の活性化に寄与す

ることを目的とした「周南公立大学基

金（通称：周南みらい基金）」の充実

を図る。 

公開講座等のプログ

ラムを毎年度増加さ

せるとともに、新規

の共同研究及び受託

研究等を毎年度４件

以上行う。 

新規の共同

研究 

 14 件 

新規の共同

研究及び受

託研究 

 8件 

（新規＋継

続＝20

件） 

新規の共同

研究等 

10 件 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・オープンカレッジしゅうなんにおいて学内教員のリソース

を活用した公開講座、社会のニーズに応じた資格取得講座を

開講した。 

・科学研究費の申請率及び採択率の向上のため、説明会やＵ

ＲＡによる個別ブラッシュアップ支援を実施した。また学内

教員による分野横断的な研究の促進を図るため、研究シーズ

集を作成、配布・発信した。 

・周南公立大学基金への寄附金募集活動を継続し、周南圏域

の小・中学生を対象に新学部学科や奨学金制度を紹介するチ

ラシの送付等、基金事業の情報発信を図った。また、個人寄

附者の獲得に向け税額控除適用の申請及び返礼品制度を導入

した。 
 
＜令和８～９年度の見込み＞ 

・地域ニーズに応じた公開講座・リカレント教育等のプログ

ラムを継続する。 

・ＵＲＡを中心とした科学研究費獲得支援を強化し、競争的

外部資金の安定的な獲得を図る。 

・周南みらい基金について、広報の強化や制度充実により寄

附金の拡大を図る。 

４ 

新規の共同研究及び受

託研究に関する指標に

ついて、毎年度、大学

と地域の企業等との連

携が極めて活発に行わ

れている。（再掲） 

また、競争的外部資金

に関する指標につい

て、毎年度、評価指標

を達成する獲得状況で

あることに加えて、令

和７年度実績では評価

指標を大きく上回って

いることから、評価５

が適当と判断する。 

 

 

５ 

競争的外部資金を毎

年度３,０００万円以

上獲得する。 

新規・継続

で 

 37,793

千円 

新規・継続

で 

 38,758

千円 

新規・継続

で 

 53,418

千円 

   

中期目標 安全・安定的な大学運営に資する資産管理を行うとともに、大学の教育研究活動に支障のない範囲で大学施設の開放を行うなど、資産を有効に活用する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

3 資産の管理及び運用に関する目標を達成するための措置 

36 

教育研究活動が日々安全・安定的に継

続するよう大学施設の定期点検を実施

し、補修箇所の早期把握と実施等、大

学が管理する施設の安全・安定的な維

持を行う。なお、教育研究活動に支障

のない範囲で地域に開かれた大学とし

て、積極的に大学施設を開放する。ま

た、土地建物の有効活用のため利活用

状況の調査点検を毎年度実施する。 

施設の定期点検を毎

月行い、補修箇所を

把握し、計画的な修

繕を行う。 

 ・定期点検

により水漏

れやドア等

の不調を補

修した。 

・長期休業

中に LED化

や暖房・空

調等を修繕

した。 

・定期点検

による図書

館空調の更

新、時計台

回りアスフ

ァルト補

修、5・6

号館外壁補

修等を実施

した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・毎月定期点検を行い、補修・修繕箇所を早期に把握し、補

修・修繕等の実施を行った。 

・施設開放においては大学ＨＰや周南市の広報誌を活用して

情報発信した。また、貸出施設の拡大やネーミングライツの

導入により地域開放を促進した。 

・開放状況における結果を点検し、利活用状況方針の見直し

に繋げた。 
 
＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、毎月の定期点検を着実に実施し、補修・修繕箇

所の早期把握と計画的な対応により、施設の安全・安定的な

維持管理を行う見込みである。あわせて、点検結果の蓄積・

分析を通じて修繕の優先順位付けや効率化を図り、維持管理

の質の向上を推進する。 

・施設開放については、これまでの実績や課題を踏まえ、情

報発信の強化や貸出施設の見直し等により利用促進を図ると

ともに、未導入施設へのネーミングライツの活用など新たな

取組も検討・推進することで、地域開放の充実と使用料収入

の安定的な確保・向上を目指す。さらに、利活用状況の継続

的な点検を行い、運用方針の改善につなげる見込みである。 

３ 

 

３ 

開かれた大学として

施設の地域開放を促

進し、使用料収入を

増加させる。 

利用件数

78 件 

収入 2,747

千円 

利用件数

107件 

(37.2％増) 

収入 3,277

千円 

(19.3％増) 

利用件数

88 件 

(17.8％減) 

収入 

3,313 千円 

(2.6％増) 
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Ⅴ 自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標   

中期目標 
教育研究活動や組織運営についてＰＤＣＡサイクルに基づいた自己点検・評価体制を整備し、定期的に実施するとともに、公立大学法人評価委員会による評価も踏ま

え、継続的に業務の改善に取り組む。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

１ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

37 

大学のミッション・ビジョンの実現に

向け、全学的な内部質保証体制に基づ

き、自己点検・評価を実施する。ま

た、自己点検・評価結果や公立大学法

人評価委員会による評価結果、認証評

価結果を踏まえ、業務の改善を図る。 

毎年度、自己点検・

評価や、その結果を

踏まえた業務改善を

実施し、着実に内部

質保証に取り組む。 

自己点検評

価報告書を

日本高等教

育評価機構

に提出し、

「適合」の

判定を受け

た。 

四半期ごと

に自己点

検・評価を

実施した。 

四半期ごと

に自己点

検・評価を

実施した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・各年度四半期ごとに自己点検・評価を実施し、教育研究活

動や組織運営等について、業務の進捗状況を確認した。 

・令和４～５年度においては公立大学法人評価委員会、認証

評価機関における評価結果を踏まえ、改善計画を策定し、計

画に沿って改善を図った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・自己点検・評価を引き続き実施し必要に応じて改善を行っ

ていく。 

・公立大学法人評価委員会の中間評価結果を踏まえ、第１期

中期計画を達成する。 

３ 

 

３ 

   

中期目標 
大学運営の透明性を確保するため、中期計画、財務諸表及び自己点検・評価結果など法令により公表が義務付けられている事項はもとより、教育研究活動や地域貢献活

動などについて、様々な媒体を活用し、積極的かつ速やかな情報公開を行う。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

38 

法令等により公開が義務付けられてい

る情報のみならず、大学運営の透明性

を確保するために、教育研究活動や地

域貢献活動等について、ホームページ

や各種ＳＮＳ及び大学案内等の刊行物

を通じて積極的に発信を行う。また、

あらゆる大学の情報を社会に提供する

ために、活動状況をデータブックとし

て公開する。 

大学の様々な取組を

紹介する広報誌を毎

年度３回以上発行す

る。 

・広報誌を

2 回発行し

た 

・シティケ

ーブル周南

に 12回学生

が出演し

た。 

広報誌を 3

回発行し

た。 

広報誌を 3

回発行し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・毎年度法令等により義務付けられている情報の公開を行

い、大学ホームページや各種ＳＮＳ及び大学広報誌

（「SU:CCESS」）を通じて本学の教育研究活動や地域貢献活

動等について、積極的な発信を行った。また、令和６年度か

らはホームページリニューアル、各種メディアとの意見交換

（広報ラウンドテーブル）など新たな取組を行い、本学の情

報発信に繋げた。 

・各年度、学内の様々な情報をまとめたファクトブック（デ

ータブック）を発行した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き必要な情報公開を実施していく。 

・大学ホームページや各種ＳＮＳ及び大学広報誌

（「SU:CCESS」）を通じて本学の教育研究活動や地域貢献活

動等について、積極的な発信を続ける。 

・引き続きデータブックを発行して公開する。 

４ 

・多様な広報媒体を活

用していることや大学

ホームページ、大学広

報誌等の掲載内容が充

実していることは評価

するが、掲げた評価指

標に対する実績から判

断して、評価３が適当

と判断する。 

・今後、さらに積極的

な情報発信を期待す

る。 

 

 

３ 
学内のあらゆる情報

をまとめたデータブ

ックを毎年度発行す

る。 
ー 

R6 年 10 月､

令和 6 年度

ファクトブ

ックを発行

した。 

R7 年 10 月､

令和 7 年度

ファクトブ

ックを発行

した。 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項   

中期目標 

施設の長寿命化を図るとともに、将来的な施設整備・更新のための総合的な計画を作成し、その進捗を図る。 

また、快適な教育研究環境を保持するため、施設設備について利用状況を把握し、有効活用を図るとともに、省エネルギー化やユニバーサルデザインに配慮した適切な

維持管理を実施する。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

１ 施設設備の整備・管理に関する目標を達成するための措置 

39 

施設整備マスタープランを基本とした

インフラ長寿命化計画の個別施設整備

計画を令和６年度中に策定し、省エネ

ルギー化に資する設備対策やユニバー

サルデザインに配慮した計画的な施設

整備及び維持管理を行う。 

個別施設整備計画に

基づき、施設の維持

管理を確実に実施す

る。 

ー 

キャンパス

の現状と課

題につい

て、学内及

び周南市と

今後の方向

性を整理し

た。 

キャンパス

整備につい

て、設置自

治体と協議

した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・キャンパス整備について、設置自治体と協議の上、令和８

年度以降に市の意向を踏まえた計画を策定することとした。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・令和８年度にマスタープラン策定に向けた事前調査業務を

実施し、その結果を踏まえて、今後の施設整備の方向性を市

と共有しながら検討を進める。 

・令和９年度中に、個別施設計画を含む施設整備マスタープ

ランを策定する。 

３ 

 

３ 

   

中期目標 関係法令を踏まえ、学内の安全で衛生的な環境を確保するとともに、災害等の緊急時のリスク管理や個人情報の保護などの情報セキュリティ管理を適切に行う。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

40 

大学において発生することが予想され

る災害等に関するリスクマネジメント

を適切に行うため、毎年、防火・防災

訓練、安否確認訓練等を実施し、これ

らの実施方法や関連マニュアル等の見

直しを常時行う。 

実践的な各種訓練を

毎年度実施し、その

結果を踏まえ、実施

方法やマニュアルの

見直しを行う。 
ー 

各種訓練を

実施 

・安否確認

訓練 

・救命救急

講習 

・自衛消防

組織訓練 

・防火防災

総合訓練 

各種訓練を

実施 

・安否確認

訓練 

・防火防災

総合訓練 

・救命救急

講習 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・毎年、防火防災総合訓練、救急救命講習、安否確認訓練を

実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・防火防災総合訓練、救急救命講習、安否確認訓練を毎年度

継続的に実施するとともに、これまでの実施結果や課題を踏

まえ、より実践的かつ効果的な訓練内容への見直しを行う。 

・災害時の対応力向上を図るため、関係マニュアルの点検・

改善を継続し、学内における安全管理体制の一層の充実を図

る見込みである。 

３ 

 

３ 
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41 

個人情報の不正利用や漏洩が発生する

ことのないよう厳重に管理する。ま

た、情報の毀損リスク管理のため、重

要度の高い情報からバックアップの多

重化を図る。 

個人情報ファイル簿

の整備や情報システ

ムの点検、学生及び

教職員に対するセキ

ュリティ研修を毎年

度実施する。 

ー 

個人情報フ

ァイル簿更

新、情報セ

キュリティ

監査、セキ

ュリティ研

修を実施し

た。 

個人情報フ

ァイル簿更

新、情報シ

ステムセキ

ュリティ研

修を実施し

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・個人情報の不正利用や漏洩防止のため、学内ネットワーク

を更改したり、個人情報ファイル簿の更新・公表を行った。 

・バックアップ多重化においては学内共有フォルダ内の重要

ファイルにおいて必要と判断し、予算要求を行った。 

・各年度セキュリティ研修を実施し、個人情報の厳重管理に

繋げた。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・個人情報の不正利用や漏洩防止のため、学内ネットワーク

の監視・点検、個人情報ファイル簿の更新を実施する。 

・教職員に対するセキュリティ研修を実施する。 

・バックアップの多重化を実施する。 

３ 

 

３ 

重要度の高い学内デ

ータについてバック

アップの多重化を行

う。 ー 

共有フォル

ダ内の重要

ファイルの

バックアッ

プ多重化に

ついて検討

した。 

バックアッ

プの多重化

を進めるた

めの次年度

予算要求を

行った。 

   

中期目標 

法令や社会の規範、学内の諸規程の遵守並びに研究費等の適正な管理など、教職員や学生一人ひとりがコンプライアンスに対する意識を高めるとともに、その啓発活動

にも継続的に取り組む。 

また、人権や多様性が尊重され、持続可能な社会の実現に貢献するため、ダイバーシティ＆インクルージョンやＳＤＧｓの取組について地域とともに積極的に推進す

る。 

№ 中期計画 評価指標 
※参考 

～Ｒ５実績 
Ｒ６実績 Ｒ７実績 

法人による自己点検・評価 

（Ｒ７年度までの実施状況を踏まえて） 

評価 

区分 

評価委員会による評価 

（特記事項） 

評価 

区分 

３ 法令遵守及び社会的責任に関する目標を達成するための措置 

42 

教職員及び学生に法令や社会の規範、

学内の諸規程の遵守、教育研究倫理及

び研究費等の適正な管理のために、研

修を毎年実施する。 

法 令 違 反 や 研 究 不

正、研究費不正使用

などを防止するため

に、研修を毎年度実

施しコンプライアン

スを遵守させる。 

ー 

法令違反や

研究不正、

研究費不正

使用などを

防止するた

め、研修を

実施した。 

利益相反

FD・SDの

実施、コン

プラ通信に

よる啓発活

動を行っ

た。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・学生への教育研究倫理教育を実施した。 

・研究費の管理及び監督体制整備を図るため、公的研究費運

用マニュアルを策定し、必要に応じた改正を行った。 

 また、研究費の適正な執行に関するアンケートも実施し

た。 

・研究不正防止の推進のため、コンプライアンス通信を配信

し、研究公正シンポジウムの案内や文部科学省による研究不

正事案の認定・公表状況や研究不正事案について情報を共有

した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・教職員及び学生に対するコンプライアンス・研究倫理研修

を継続的に実施する。 

・研究費の適正管理に関するルールの運用・見直しを継続

し、不正防止を徹底する。 

・定期的な啓発情報の発信を通じて、全学的な意識向上を図

る。 

３ 

 

３ 

 

  



 

23 

43 

周南圏域（周南市・下松市・光市）に

おけるダイバーシティ＆インクルージ

ョンや地域の成長エンジンとして推進

すべきＳＤＧｓのターゲットを定め、

継続的に取り組む。 

地域と連携した SDGｓ

への取組みを毎年度

実施する。 

SDGｓアン

バサダーに

より、ブル

ーベリーの

栽培を通じ

て、「カー

ボンニュー

トラル」を

啓発するプ

ロジェクト

を実施。 

地域と連携

した SDGs

への取組を

実施した。 

・ダイバー

シティ、男

女共同参

画、インク

ルージョン

推進委員会

を発足し

た。 

・Well-

being・

SDGs 推進委

員会による

取組を実施

した。 

地域と連携

した SDGs

への取り組

みを実施し

た。 

・ダイバー

シティ、男

女共同参

画、インク

ルージョン

推進委員会

の取組を実

施した。 

・四者連携

による学び

月間イベン

トを実施し

た。 

・ダイバー

シティ＆イ

ンクルージ

ョン FD・

SD 研修を

実施した。 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・学生団体（周南公立大学キャンパスライオンズクラブやＳ

ＤＧｓアンバサダー等）によりＳＤＧｓ活動を推進した。 

・周南地域におけるＳＤＧｓを目指した取組について地域と

協働するため、徳山工業高等専門学校、周南総合支援学校と

本学の三者連携への久米地区社会福祉協議会の参画（四者連

携）、徳山中央ライオンズクラブ周南公立大学支部の結成

等、地域との連携強化を進めた。 

・ダイバーシティにおいては周南市男女共同参画委託事業で

本学教員が講師を務め、講演とワークショップを実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・引き続き、周南圏域（周南市・下松市・光市）において、

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進とＳＤＧｓのター

ゲットに基づく取組を継続し、自治体・教育機関・地域団体

等との連携を深める。あわせて、学生主体の実践活動及び普

及啓発を推進することにより、評価指標の達成に向けた取組

は着実に進展している。 

３ 

 

３ 
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Ⅶ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

財務諸表及び決算報告書を参照 

Ⅷ 短期借入金の限度額 

中期計画 実績 
 

１ 短期借入金の限度額 
   ２億円 
２ 想定される理由 
  運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れ

ることが想定されるため。 

 

＜令和４～７年度の実績＞ 
なし 
 

＜令和８～９年度の見込み＞ 
緊急に必要となる場合は、徳山大学から引き継いだ残余財産により対応可能なため見込んでいな

い。 

Ⅸ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときはその計画 

中期計画 実績 
なし なし 

Ⅹ 剰余金の使途 

中期計画 実績 
 

地方独立行政法人法第 40条第３項に基づき、剰余金が発生した場合は、教育研究の質向上並びに

組織運営及び施設設備に係る経費の財源に充てる。 

 

＜令和４～７年度の実績＞ 
なし 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 
剰余金が発生した場合は、目的積立金として整備（周南市長の承認が必要）し、教育研究の質向上

並びに組織運営及び施設設備に係る経費の財源に充てる。 
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Ⅺ その他、周南市の規則で定める業務運営に関する事項 

（１） 施設及び設備に関する計画 
中期計画 実績 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）施設及び設備の内容、金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な 

施設・設備の整備や老朽化度合い等を考慮し改修等が追加されることもある。 

 

＜令和４～７年度の実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

 

 

 
 

（２） 人事に関する計画 
中期計画 実績 

 

適切な処遇と人事配置を行うために、教職員の人事評価制度を令和４年度から導入し、透明性が確

保された人事評価制度となるよう点検と見直しを行う。 

令和６年度の経済経営学部、情報科学部、人間健康科学部設置に向けて、優秀な教員を確保するた

めに研究業績、教育実績を重視した採用を計画的に進め、令和９年度までに教員数１０３名とす

る。職員については、経営に必要な能力を備える人材や専門的な能力を備えた人材の採用を積極的

に行い、令和９年度までに職員数６０名とする。 

 

＜令和４～７年度の実績＞ 
適切な処遇及び人事配置を行うため、教職員の人事評価制度を令和４年度から導入し、制度の透明

性の確保に向けて、運用状況の点検及び必要に応じた見直しを行ってきた。 
また、令和６年度の経済経営学部、情報科学部、人間健康科学部の設置に向けて、研究業績及び教

育実績を重視した教員採用を計画的に進め、教員数については目標としていた１０３名を確保し

た。今後は、教育・研究体制の安定性の観点から、人材の定着にも留意した取組が求められる。 
職員については、大学運営に必要な能力や専門性を有する人材の確保に努め、有期雇用職員を含め

ると職員数は６０名規模となった。引き続き、職員の育成や経験の蓄積を通じて、組織としての体

制充実を図っていく必要がある。 
 
＜令和８～９年度の見込み＞ 
教員については、完成年度以降に定年退職者が一定数見込まれることを踏まえ、教育・研究体制の

継続性に配慮しつつ、教育・研究の質の維持・向上につながる人材を計画的に採用する。 
事務職員については、組織の持続的な発展を見据え、新卒の若年層職員の育成とあわせて、３０代

を中心とした一定の実務経験を有する人材の採用を進める。 

（３） 積立金の使途 
中期計画 実績 

なし なし 

（４） その他法人の業務運営に関する必要な事項 
中期計画 実績 

なし なし 
 

看護学科、スポーツ健康科学科、情報科学科

設置に係る設備及び図書の整備
１４１

周南市補助金（１１９百万円）

自己資金（２２百万円）

（単位　百万円）

施設・設備の内容 予定金額 財源

施設・設備の内容 実績額 財源

（単位　百万円）

看護学科、スポーツ健康科学科、情報科学科

設置に係る設備及び図書の整備
７８３

周南市補助金（６５８百万円）

文部科学省大学・高専成長分野転換助成金

（１２２百万円）

自己資金（４百万円）

（単位　百万円）

財源

看護学科、スポーツ健康科学科、情報科学科

設置に係る設備及び図書の整備

施設・設備の内容 予定金額

７７７ 周南市補助金
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用 語 解 説 

小項目 

No 
用語 解説 

1 ＥＱ Emotional Intelligence Quotient の略で、「心の知能指数」と訳される、「情動知能」の尺度。情動知能は社会で

成功するための要因として、従来の単なる「知能」を補完するものと考えられている。 

ＥＱ強度 周南公立大学の授業におけるコミュニケーション負荷の強さを示す指標。コミュニケーション対象とその程度・

重要度の二軸で構成。 

デザインシンキング・システムシン

キング 

デザインシンキングとは、ユーザー視点に立ち、課題への共感作業等を通じて問題を再定義し、アイデアの創

出、試作、フィードバックを繰り返し行い、解決方法を導き出す手法。 

システムシンキングとは、物事を起点とし、解決すべき対象や問題をシステムとして捉え、多面的な見方で原因

を探り、解決方法を導き出す手法。 

感性が優位に立つデザインシンキングと、論理的な考え方であるシステムシンキングを組み合わせることで、よ

り効果的・効率的な課題解決につながる。 

ワークショップデザイン（Ⅰ～Ⅲ） 周南公立大学で開講している授業科目。学生がワークショップの企画・運営からマネジメントまでを実践的に学

ぶ。 

ＰＲＯＧ Progress Report on Generic Skills の略で、専攻・専門に関わらず、社会で求められる汎用的な能力・態度・志

向=ジェネリックスキルを測定・育成するもの。テストでは、実践的に問題を解決に導く力であるリテラシーと周

囲の環境と良い関係を築く力であるコンピテンシーの２つの観点から測定し、自身の現状を客観的に把握するこ

とができる。 

ＣＥＦＲ Common European Framework of Reference for Languages: Learning, teaching, assessment の略で、語学シラ

バスやカリキュラムの手引きの作成、学習指導教材の編集、外国語運用能力の評価のために、透明性が高く、分

かりやすい、包括的な基盤を提供するものとして、20 年以上にわたる研究を経て、2001 年に欧州評議会が発表し

た国際標準のこと。Ｂ１レベルは英検２級やＴＯＥＩＣ550 点以上に相当する。 

ＦＤ・ＳＤ ＦＤとは、Faculty Development の略で、大学教員の教育能力を高めるための取組、ＳＤとは、 Staff 

Development の略で大学職員の能力を高めるための取組のこと。 

2 ディプロマ・ポリシー 学位授与に関する基本的な考え方について、各大学が、学部・研究科等ごとにその独自性及び特色を踏まえ、ま

とめたもの。この方針において、卒業（修了）生に身に付けさせるべき能力に関する大学の考えを示すことで、

進学希望者が大学を選択する際や、企業等が卒業（修了）生を採用する際の参考となる。 
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小項目 

No 
用語 解説 

カリキュラム・ポリシー 教育目標やディプロマ・ポリシー等を達成するために必要な教育課程の編成や授業科目の内容および教育方法に

ついて基本的な考え方を示したもの。 

アセスメント・ポリシー 学生の学習成果を可視化し、大学の教育成果を測定・評価し、大学の教育を改善していくための考え方を示した

もの。 

ルーブリック 「評価項目」と、「評価基準」の２軸から構成される学習目標に対する達成度を判断するための評価手法であり、

テストのみでは評価が難しい定性的な観点を評価することができる。 

ＬＭＳ Learning Management System の略で、学習管理システムのこと。 

ディプロマサプリメント 学生が取得した学位や資格の補足資料で、学習到達度などをレーダーチャートなどで表したもの。成績証明だけ

ではわからない、教育の質保証と学習成果の可視化のためのツールとして使われる。 

3 地域ゼミ 周南公立大学独自の取組で、「課題解決型学習（PBL）」科目。学生が周南地域をフィールドとし、グループワーク

やフィールドワークを通じて地域の課題を発見し、その解決策を提案する実践的な学びの場となっている。 

ＣＢＬ Community Based Learning の略で、地域の行政や企業、住民、教職員、学生の協働に基づく地域活動に学生を参

画させる学習活動のこと。 

ＰＢＬ Project Based Learning の略で、「問題（課題）解決型学習」と訳され、学生が自ら問題を見つけ、さらにその問

題を自ら解決する能力を身に付ける学習方法のこと。 

山口型ＰＢＬ 山口県内の企業や自治体等と連携し、実際の地域課題を題材に、学生が主体的に課題解決に取り組む実践的な教

育プログラム。 

地域共創型インターンシップ 

 

企業や自治体等と協働して学生のキャリア形成支援を行う周南公立大学独自のインターンシップ制度で、１年次

に１週間程度就業を体験するキャリア形成活動Ⅰと、主に３年次に２週間以上のインターンシップに参加するキ

ャリア形成活動Ⅱで構成される。 

サービスラーニング 教室で学んだ学問的な知識や技能を地域社会の課題を解決するため行う社会的活動に生かすことを通して、市民

的責任や社会的役割を感じ取ってもらうことを目的とした教育方法。 

4 教員人事評価制度（ＯＫＲ） Objectives and Key Results の略で、目標設定・管理方法のこと。ここでは、各学科の特性を踏まえた目標を設

定し、その達成プロセスや成果を通じて教員の主体的な挑戦と成長を促進するための教員人事評価制度を指す。 
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小項目 

No 
用語 解説 

教員評価の客観的指標（ＫＰＩ） Key Performance Indicator の略で、重要業績評価指標のこと。ここでは、「教育」、「研究」、「社会貢献」など教

員評価における基準のこと。 

裁量労働制 専門職型裁量労働制をいい、業務遂行の手段や方法、時間配分などを労働者本人の裁量に委ねることが適当な業

務について適用される制度。実際の労働時間にかかわらず、労使協定で定めた時間を労働したものとみなす。 

5 オンデマンド ユーザーの要求があった際に、その要求に応じてサービスを提供すること。オンデマンド授業とは、学生があら

かじめ準備されている授業動画を好きなタイミングで見ることができる授業のことを言う。 

ハイフレックス 対面授業とオンライン授業双方で同じ内容の授業を受講できるようにする授業形態のこと。 

6 アドミッション・ポリシー 大学の入学者受け入れ方針のこと。 

高大接続 学力の三要素（①知識・技能、②思考力・判断力・表現力、③主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度）

を重視し、高校時代の取組（教科の成績、諸活動の実績など）、入学後の勉学意欲、専門分野に対する興味・関

心、志望学科への適性等を多面的、総合的に評価する入学者選抜方法。 

8 アントレプレナー ゼロから新しい事業を立ち上げ、リスクを恐れずに革新的な価値や市場を創造する「起業家」のこと。 

9 学生会 学生が主体となって活動する自主的な組織であり、学生生活の充実や学生同士の交流促進、自己成長の支援を目

的としている。学生の代表として、大学運営の支援や慈善活動を行うほか、学生の意見や要望を大学へ届ける役

割も担っている。 

10 ＵＲＡ University Research Administrator の略で、研究マネジメント人材の総称であり、主に、研究力強化に関わる業

務を担う。（研究力強化戦略の立案と実施、研究に関わる情報収集と解析、研究プロジェクトの立案と実施、研究

を基にした外部資金の獲得戦略の立案と支援、研究シーズの社会実装支援、研究力評価法の立案と実施など） 

11 テニュアトラック制 テニュアとは、大学等の高等教育における教職員の終身雇用資格（期間の定めのない労働契約）のことで、テニ

ュアトラック制とは、特に若手研究者が審査により常勤職につく前に、任期付きの雇用形態で自立した研究者と

して経験を積むことができる制度を指す。 

ＫＰＩ ※No.4 参照 

12 学術情報基盤 大学や研究機関における研究・教育活動を支えるシステムや設備の総称。 

13 ＩＲ 大学などの教育機関において、経営戦略や財務計画の立案、教育の質向上のためにデータを収集・分析する専門

部署や活動のこと。 
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小項目 

No 
用語 解説 

14 シンクタンク機能 専門的な知見や研究成果を活用し、地域や行政、企業等が抱える課題の分析や政策立案、課題解決に向けた提

言・支援を行う機能。 

ニーズオリエンティド ユーザーや顧客、患者の要求（ニーズ）や抱えている課題を起点とし、それに合わせて製品開発やサービスを提

供する考え方。 

15 エクステンション事業 大学や教育機関などがその専門的な知見やノウハウを社会や学生に還元するために展開する事業全般。 

リカレント 社会人になった後も、必要なタイミングで教育機関や社会人向け講座に戻り、学び直すこと。 

リスキリング 技術革新やビジネスモデルの変化に対応するために、業務上で必要とされる新しい知識やスキルを学ぶこと。 

オープンカレッジしゅうなん 周南公立大学が一般市民を対象に、資格取得や趣味、健康づくりなど多様な講座を開講し、生涯学習の機会を提

供する取組。 

履修証明プログラム 社会人等の学生以外を対象として、人材の養成目的に応じて必要な講習を体系的に編成（授業科目と授業科目以

外を組み合わせることも可能）したプログラムのこと。 

16 パートナー企業 周南公立大学の地域共創型インターンシップ受入企業等を対象に、継続的なインターンシップの受入れや多岐に

渡る産学連携の実施・検討などを行うことを目的とした産学連携に関わる制度 

地域共創型インターンシップ ※No.3 参照 

周南創生コンソーシアム 地域人材循環の促進や周南地域の発展に向けて、地元経済界と周南公立大学が連携する仕組みとして、令和２年

度に設立された組織。令和５年度から周南市が参加している。 

18 ＳＤＧｓ 平成 27（2015）年９月の国連サミットにおいて全会一致で採決された令和 12（2030）年を期限とする国際社会全

体の開発目標で、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に統合的に

取り組むこととされており、17 のゴール（目標）と 169 のターゲットが設定されている。 

地域共創教育コンソーシアム 地域教育と地域循環の確立を目指し、令和５年度に周南公立大学がハブとなり周南圏域の学校、教育委員会等と

創設した組織。地域の教育機関への進学と地域への定着を促進するための取組を行う。 

19 アントレプレナー ※No.8 参照 

ＦＤ・ＳＤ ※No.1 参照 

ＩＲ ※No.13 参照 

20 地域共創型インターンシップ ※No.3 参照 
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小項目 

No 
用語 解説 

地域ゼミ ※No.3 参照 

パートナー企業 ※No.16 参照 

アントレプレナー ※No.8 参照 

21 デザインシンキング・システムシン

キング 

※No.1 参照 

23 グローカル人材 世界的な視野や経験（グローバル）を持ちながら、その知見を活かして地域社会や地域経済（ローカル）の発展

に貢献する人材のこと。 

24 さくらサイエンスプログラム ＪＳＴ（科学技術振興機構）が主催し、産学官の緊密な連携により、諸外国・地域の青少年の日本への招へい等

を通じて、日本の青少年との科学技術分野での交流を行う事業。新たな時代の社会を担う、世界の優れた人材を

日本に短期間招き、日本における最先端の科学技術や文化に触れてもらうプログラムを実施する。 

27 ＩＲ ※No.13 参照 

28 ステークホルダー 利害関係者のことを指す。大学におけるステークホルダーは、学生、保護者、卒業生、教職員、企業、寄附者、

報道機関、地域住民などがある。 

30 裁量労働制 ※No.4 参照 

変形時間労働制 業務の繁閑に合わせて労働時間を柔軟に配分し、一定期間の平均で「1週間の労働時間が 40時間（※一部は 44時

間）以内」に収まるように調整する制度。 

クロスアポイントメント制度 研究者等が大学やその他の複数の機関との間でそれぞれと雇用契約関係を結び、各機関のもとで業務を行う仕組

みのこと。 

ＯＫＲ ※No.4 参照 

31 ＦＤ・ＳＤ ※No.1 参照 

32 アウトソーシング 業務の一部を外部の専門事業者等に委託し、効率的かつ効果的に業務を実施すること。 

33 予算フレーム 予算編成の基本的な枠組みや配分の上限を示したもの。 

35 周南みらい基金 令和４年度に創設した公立大学法人周南公立大学基金の名称。学生の修学や教育研究活動、地域貢献活動への支

援を通じて地域の活性化を図ることを目的とする。 
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小項目 

No 
用語 解説 

競争的外部資金 国、地方自治体、民間財団などの資金配分主体が公募する研究課題に応募し、専門家による審査と評価を経て獲

得する研究資金のこと。 

オープンカレッジしゅうなん ※No.15 参照 

リカレント ※No.15 参照 

ＵＲＡ ※No.10 参照 

36 ネーミングライツ 公共施設の名前を付与する命名権と、付帯する諸権利のことを言う。具体的には、スポーツ施設などの命名権を

企業が買い、その対価を施設の運営・管理に活用すること。企業側にとっては宣伝やイメージアップの効果が期

待できる。 

37 内部質保証 大学が自律的な組織として、その使命や目的を実現するために、自らが行う教育及び研究、組織及び運営、なら

びに施設及び設備の状況について継続的に点検・評価し、質の保証を行うとともに、絶えず改善・向上に取り組

むこと。 

認証評価 文部科学大臣の認証を受けた機関（認証評価機関）が、各大学や専門職大学院などの教育研究活動の状況につい

て、基準に基づいて定期的に行う第三者評価制度。 

39 施設整備マスタープラン 教育研究の基盤となるキャンパスの整備・活用を図るために施設整備の全体像を示すもので、大学の運営方針や

経営戦略と密接な関係を有する。 

ユニバーサルデザイン 「全ての人のためのデザイン」を意味し、年齢や障害の有無、体格、性別、国籍などにかかわらず、最初からで

きるだけ多くの人に分かりやすく、利用可能であるように施設や空間をデザインすること。 

43 ダイバーシティ＆インクルージョン 性別、年齢、障害、国籍などの外面の属性やライフスタイル、職歴、価値観などの内面の属性にかかわらず、そ

れぞれの個を尊重し、認め合い、良いところを活かすこと。 

ＳＤＧｓ ※No.18 参照 

四者連携 令和５（2023）年 12 月に周南総合支援学校、徳山工業高等専門学校、久米地区社会福祉協議会と周南公立大学で

「多様な共生社会の実現」を目的とした四者連携協力に関する協定を締結したもの。 

ＦＤ・ＳＤ ※No.1 参照 

 

 


